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資料２（議題 (２) 関係）当日資料 

平成２９年度・平成３０年度  

事業実績について 

 

１． 保険者機能強化推進交付金について 

２．地域包括支援センター評価について 

 

 

 

 

 



保険者機能強化推進交付金（市町村分）について

１目的

介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。）第122条の３第１項の規定に基づく交付

金（以下「交付金」という。）は、同項に規定する市町村による高齢者の自立支援・重度化防止等
に関する取組（以下「取組」という。）を支援することを目的とする。

２ 基準額

市町村の取組状況に応じて、厚生労働大臣が必要と認めた額

３ 対象経費

市町村が行う、市町村特別給付、地域支援事業及び保健福祉事業等に要する第１号介護保

険料負担分への充当を目的とした介護保険特別会計への繰入れに必要な経費



保険者機能強化推進交付金（市町村分）について

①調整交付金との相殺（インセンティブとディスインセンティブの組み合わせ）
ではなく、独立した「加算」の制度として制度化されたこと。

②その上で、交付金（保険者向け）の使途も、「地域支援事業、市町村特別給

付、保健福祉事業を充実し、高齢者の自立支援、重度化防止、介護予防等に
必要な取組を進めていくこととされており、保険者が、保険者機能強化に向け、
比較的自由に使えるようになっていること。

③評価項目の多くは、こういう取組を行っていけば、市町村の自立支援・重度

化防止等が図られるだろうと考えられる取組を、きちんと評価しようとする観点
から構成されていること。すなわち、単純に要介護認定率の高低を評価するよ
うな内容ではなく、保険者機能を発揮すべく、まじめに取り組んでいるところ
（保険者の努力）が評価される仕組みとなっていること。



回答欄

　地域包括ケア「見える化」システムを活用し
て他の保険者と比較する等、当該地域の介護
保険事業の特徴を把握しているか。
　【ア～エのいずれかを選択】

ア　地域包括ケア「見える化」システムを活用して、他
の保険者と比較する等、当該地域の介護保険事業の
特徴を把握している。その上で、HPによる周知等の住
民や関係者と共通理解を持つ取組を行っている。

✕ 0 点

イ　地域包括ケア「見える化」システムは活用していな
いが、代替手段（独自システム等）により当該地域の介
護保険事業の特徴を把握している。その上で、HPによ
る周知等の住民や関係者と共通理解を持つ取組を
行っている。

✕ 0 点

ウ　地域包括ケア「見える化」システムを活用して、他
の保険者と比較する等、当該地域の介護保険事業の
特徴を把握している。

✕ 0 点

エ　地域包括ケア「見える化」システムは活用していな
いが、代替手段（独自システム等）により当該地域の介
護保険事業の特徴を把握している。

✕ 0 点

②
  日常生活圏域ごとの65歳以上人口を把握し
ているか。

○ 10 点

日常生活圏域ごとの65歳以上人口。
東山圏域3,539人、福生圏域3,105人、福米圏域
3,681人、湊山圏域3,366人、後藤ヶ丘圏域6,384
人、加茂圏域3,586人、美保圏域2,723人、弓ヶ浜圏
域4,241人、尚徳圏域4,214人、箕蚊屋圏域3,589
人、淀江圏域2,900人

  右記の将来推計を実施しているか。 ア　2025年度における要介護者数・要支援者数 ○ 2 点

【複数選択】 イ　2025年度における介護保険料 ✕ 0 点

ウ　2025年度における日常生活圏域単位の65歳以上
人口

✕ 0 点

エ　2025年度における認知症高齢者数 ✕ 0 点

オ　2025年度における一人暮らし高齢者数 ✕ 0 点

カ　2025年度に必要となる介護人材の数 ✕ 0 点

           平成３０年度保険者機能強化推進交付金（市町村分）に係る評価指標の該当状況調査

Ⅰ　PDCAサイクルの活用による保険者機能の強化に向けた体制等の構築

記載事項

①分析に活用したデータ
②分析方法、全国その他の地域（具体名）との比
較や経年変化（具体的年数）の分析等
③当該地域の特徴
④要因

・ア及びイについては、上記に加えて、HPによる周
知等の住民や関係者との共通理解を持つ取組の
具体例。

配点

①

指   標

③

ア 要支援者数2,163人　要介護者数6,752人
    第７期介護保険事業計画に記載
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④ ○ 10 点

⑤ ✕ 0 点 実際に推計に反映した事項。（施策反映の内容）

⑥ ○ 10 点

鳥取県第7次医療計画における介護施設、在宅医
療等の追加的必要量を踏まえ、2025年度の介護
施設の需要を14.7人分を見込み、第7期計画期間
の整備計画を行った。

ア　定期的にモニタリングするとともに、運営協議会等
で公表している。

○ 10 点

イ　定期的にモニタリングしている。 ✕ 0 点

⑧ ✕ 0 点

①達成状況の把握、改善策や理由の提示・目標の
見直し等を行った時期及び内容。
②目標が全て達成されている場合はその理由等。

小計 42 点

⑦

  認定者数、受給者数、サービスの種類別の
給付実績を定期的にモニタリング（点検）して
いるか。
【アかイのいずれかに該当する場合】

  介護保険事業計画の目標が未達成であった場合に、具体的な改善策や、理由の提示と目標の見直
しといった取組を講じているか。

   介護保険事業に関する現状や将来推計に基づき、2025年度に向けて、自立支援、重度化防止等に
資する施策について目標及び目標を実現するための重点施策を決定しているか。

  地域医療構想を含む医療計画も踏まえつつ、地域の在宅医療の利用者や、在宅医療の整備目標等
を参照しつつ、介護サービスの量の見込みを定めているか。

  人口動態による自然増減による推計に加え、自立支援・介護予防に資する施策など、保険者としての
取組を勘案した要介護者数及び要支援者数の推計を行っているか。

①モニタリング実施日・・・月報作成時
②アは運営協議会等の開催日、公表した資料の名
称及び公表場所（HP）等・・・H30.11.1開催予定「平
成30年度地域密着型サービス利用実績について」
米子市地域密着型サービス運営委員会

2 / 14 ページ



回答欄

0 点

○ 10 点

0 点

0 点

【ア～エのいずれかに該当する場合】

② ○ 10 点

平成30年6月27日開催米子市地域密着型サービス
運営委員会において「地域密着型サービスの指定
事業所の選定」及び「地域密着型サービスの公募
要領の見直しについて」を議題とした。

③ ✕ 0 点 実地指導の実施率（実施数÷対象事業所数）。

④ ✕ 0 点
①取組の概要及び実施時期。
②地域密着型通所介護事業所の
有無に○して下さい。

○ 地域密着型通所介護事業所　有

地域密着型通所介護事業所　無

イ　地域密着型サービスの公募指定を活用している。

 地域密着型通所介護事業所における機能訓練・口腔機能向上・栄養改善を推進するための取組を
行っているか。（注：地域密着型通所介護事業所が「無」の市町村は、「回答欄」で「-」を選択し、「配点
（Ｇ）」に「-」を直接入力してください。）

ウ　参入を検討する事業者への説明や働きかけを実施している。（説明会の開催、個別の働きかけ
等）。

エ　必要な地域密着型サービスを確保するための上記以外の取組を行っている。

（1）地域密着型サービス

Ⅱ　自立支援、重度化防止等に資する施策の推進

ア　地域密着型サービスの指定基準を定める条例に保険者独自の内容を盛り込んでいる。

  地域密着型サービス事業所の運営状況を把握し、それを踏まえ、運営協議会等で必要な事項を検討
しているか。

   保険者の方針に沿った地域密着型サービスの整備を図るため、保険者独自の取組を行っているか。

指    標

  所管する介護サービス事業所について、指定の有効期間中に一回以上の割合（16.6％）で実地指導
を実施しているか。

記載事項配点

イ　介護保険事業計画に基づき施設整備につい
て、公募による選定及び指定を行っている。
　　　平成30年度実績　小規模多機能型居宅介護
　　　　　　　　　　　　　　○平成30年4月～5月公募
　　　　　　　　　　　　　　○平成30年7月選定
　　　　　　　　　　　　　　○平成31年4月指定予定

①
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回答欄

　保険者として、ケアマネジメントに関する保険
者の基本方針を、介護支援専門員に対して伝
えているか。

ア　保険者のケアマネジメントに関する基本方針を伝え
るためのガイドライン又は文書を作成した上で、事業者
連絡会議、研修又は集団指導等において周知してい
る。

✕ 0 点
介護支援専門員や事業者等に文書・どのように周
知したか及び実施日。

【アかイのいずれかに該当する場合】
イ　ケアマネジメントに関する保険者の基本方針を、介
護支援専門員に対して伝えている。

✕ 0 点
介護支援専門員にどのように基本方針を伝えてい
るか。

② ✕ 0 点
①実施している具体的な取組内容及び時期。
②予定の場合には予定している内容及び時期。

① ○ 10 点

※小規模の担当圏域における地域包括支援センター
については配置基準が異なるため規模別の指標とす
る。

圏域内の65歳以上高齢者数
□概ね3,000人以上：指標1,500人以下
□概ね2,000人以上3,000人未満：指標1,250人以下
□概ね1,000人以上2,000人未満：指標750人以下
□概ね1,000人未満：指標500人以下

0

0

#DIV/0!

　地域包括支援センターの３職種（準ずる者を
含む）一人当たり高齢者数（圏域内の65歳以
上高齢者数/センター人員）の状況が1,500人
以下

①圏域内の65歳以
上の高齢者数

○ 点

（３）地域包括支援センター

＜地域包括支援センターの体制に関するもの＞

　地域包括支援センターに対して、介護保険法施行規則に定める原則基準に基づく３職種の配置を義
務付けているか。

①

（2）介護支援専門員・介護サービス事業所

　介護サービス事業所（居宅介護支援事業所を含む。）の質の向上に向けて、具体的なテーマを設定し
た研修等の具体的な取組を行っているか。

配点指   標 記載事項

②地域包括支援セン
ターの人員(常勤換
算）
③3職種一人あたり
の高齢者数（①/②）

地域包括支援センターが一つの場合はこの欄に記
入して下さい。それ以外は提出資料欄に記載のと
おり。
①該当する圏域にチェックして下さい。
②実際の数値を記入して下さい。10

②

4 / 14 ページ



③ ○ 10 点

地域包括支援センター会議を毎月第１水曜日実施
参加者：市・地域包括支援センター長及びセンター
職員・認知症地域支援推進員・社会福祉協議会職
員
主に各包括から毎月の活動予定等報告や意見交
換を行い情報共有の場としている。また、様々な対
応について協議の場も設けている。

④ ○ 10 点
①名称及び所在地、法人名、営業日及び営業時
間、担当区域、職員体制、事業内容、活動実績等

　毎年度、地域包括支援センター運営協議会
での議論を踏まえ、地域包括支援センターの
運営方針、支援、指導の内容を検討し改善し
ているか。

ア　運営協議会での議論を踏まえ、地域包括支援セン
ターの運営方針、支援、指導の内容を検討し改善して
いる。

○ 10 点

①市独自のセンターによる自己評価を実施し、そ
の結果をもとに運営協議会で議論し、改善へと繋
げている。また、市職員による現地でのヒアリング
も行い、市民にわかりやすいよう看板の設置等、施
設環境を改善した。

【アかイのいずれかに該当する場合】 イ　運営協議会での議論を踏まえ、地域包括支援セン
ターの運営方針、支援、指導の内容について改善点を
検討している。

✕ 0 点 改善点の検討内容等。

⑥ ○ 10 点

⑦ ○ 10 点

４/２　ケアマネージャー・ケースワーカー・施設職
員・市職員
4/17・25　ケアマネージャー・包括職員・医療セン
ター相談員・市職員
4/20　ケアマネージャー・包括職員・デイサービス
職員・ヘルパー事業所職員・市職員
7/13　ケアマネージャー・包括職員・サービス事業
所職員・近所の支援者・市職員
9/6　ケアマネージャー・包括職員・妻の施設担当
職員・市職員

⑧ ○ 10 点

①相談者種別・相談方法及び相談内容種別で分
類・集計
②相談内容の件数
平成28年度　　49,886件
平成29年度　　49,452件
平成30年度　　12,255件（平成30年6月末現在）

　地域包括支援センターと協議の上、地域包括支援センターが開催する介護支援専門員を対象にした
研修会・事例検討会等の開催計画を作成しているか。

　介護支援専門員のニーズに基づいて、多様な関係機関・関係者（例：医療機関や地域における様々
な社会資源など）との意見交換の場を設けているか。

　介護サービス情報公表システム等において、管内の全地域包括支援センターの事業内容・運営状況
に関する情報を公表しているか。

＜ケアマネジメント支援に関するもの＞

　地域包括支援センターが受けた介護サービスに関する相談について、地域包括支援センターから保
険者に対して報告や協議を受ける仕組みを設けているか。

⑤

　管内の各地域包括支援センターが介護支援専門員から受けた相談事例の内容を整理・分類した上
で、経年的に件数を把握しているか。
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⑨ ✕ 0 点

⑩ ✕ 0 点
当該地域ケア会議に出席した職種。

0 点

0 点

0

7,575

0.0

⑫ ✕ 0 点

①個別ケースの検討件数

①個別事例の検討件数は、平成30年4月から平成
30年9月末までに開催された地域ケア会議におい
て検討された個別事例の延べ件数。

②受給者数（平成30年６月月報のデータ使用）
 
③実際の数値を記入して下さい。

⑪

　
  個別事例の検討等を行う地域ケア会議にお
ける個別事例の検討件数割合はどの程度か。
（個別ケースの検討件数／受給者数）
　ア　個別ケースの検討件数／受給者数　○
件以上（全保険者の上位３割）
　イ　個別ケースの検討件数／受給者数　○
件以上（全保険者の上位５割）

＜地域ケア会議に関するもの＞

　地域ケア会議について、地域ケア会議が発揮すべき機能、構成員、スケジュールを盛り込んだ開催
計画を策定しているか。

　地域ケア会議において多職種と連携して、自立支援・重度化防止等に資する観点から個別事例の検
討を行い、対応策を講じているか。

　生活援助の訪問回数の多いケアプラン（生活援助ケアプラン）の地域ケア会議等での検証について、
実施体制を確保しているか。

③割合（①/②）％

②受給者数

（注）これらの指標については、厚生労働省において

全保険者の上位３割又は５割を決定するため回答欄へ

の入力不要。
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⑬ ✕ 0 点

①Ⅱ（3）⑩ルールや仕組みの概要及び具体的な
実行内容。

②平成30年９月末までに地域ケア会議で検討した
個別事例について
フォローアップが必要とされた事例件数　　○件
フォローアップ実施件数　　　　　　　　　　　 ○件
又はフォローアップの予定件数　　　　  　　○件

ア　複数の個別事例から地域課題を明らかにし、これ
を解決するための政策を市町村に提言している。

✕ 0 点 提言された政策。

イ　複数の個別事例から地域課題を明らかにしている
が、解決するための政策を市町村に提言してはいな
い。

✕ 0 点 明らかにされた地域課題。

⑮ ✕ 0 点 課題共有の仕組み。

　
  複数の個別事例から地域課題を明らかに
し、これを解決するための政策を市町村へ提
言しているか。
【アかイのいずれかに該当する場合】

　地域ケア会議の議事録や決定事項を構成員全員が共有するための仕組みを講じているか。

⑭

　地域ケア会議で検討した個別事例について、その後の変化等をモニタリングするルールや仕組みを
構築し、かつ実行しているか。
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回答欄

ア　市町村が所持するデータに加え、都道府県等や郡
市区医師会等関係団体から提供されるデータ等も活
用し、課題を検討し、対応策を具体化している。

○ 10 点

イ　市町村が所持するデータを活用して課題を検討し、
対応策を具体化している。

✕ 0 点

② ✕ 0 点

③ ○ 10 点

医療連携ガイドを整備し、市内の居宅介護支援事
業所の連絡会等で周知している。また、入退院調
整ルールに基づき、情報連携シートを活用してい
る。

④ ○ 10 点
平成２９年１２月１４日
医療介護連携体制の構築に係る「調整会議」

⑤ ○ 10 点
平成３０年７月１１日
西部在宅ケア研究会

⑥ ○ 10 点

事業所により様式が独自性のあるものが多く、医
療機関や開業医にわかりにくかったため、情報連
携シートの整備や様式の共有化に向けた取り組み
を行っている。

入院時情報連携加算 5 点

退院時の医療連携加算 5 点

　居宅介護支援の受給者における「入院時情
報連携加算」又は「退院・退所加算」の取得率
の状況はどうか。
　ア　○％以上（全保険者の上位５割）

（4）在宅医療・介護連携

　医療・介護関係者間の情報共有ツールの整備又は普及について具体的な取組を行っているか。

①

　地域の医療・介護関係者、地域包括支援センター等からの在宅医療・介護連携に関する相談に対応
するための相談窓口を設置し、在宅医療・介護連携に関する相談内容を、郡市区医師会等の医療関
係団体との会議等に報告しているか。

　
 地域の医療・介護関係者等が参画する会議
において、市町村が所持するデータのほか、
都道府県等や郡市区医師会等関係団体から
提供されるデータ等も活用し、在宅医療・介護
連携に関する課題を検討し、対応策が具体化
されているか。
【アかイのいずれかに該当する場合】

記載事項配点

　医療・介護関係の多職種が合同で参加するグループワークや事例検討など参加型の研修会を、保
険者として開催または開催支援しているか。

①医療介護連携体制の構築に係る「調整会
議」・・・病院、市町村、地域包括支援センター、居
宅介護支援事業所、訪問看護事業所、西部医師
会、西部歯科医師会、薬剤師会西部支部、看護協
会
②入退院調整ルールの運用
③アンケートを実施、入退院調整率。

⑦

　関係市区町村や郡市区医師会等関係団体、都道府県等と連携し、退院支援ルール等、広域的な医
療介護連携に関する取組を企画・立案し、実行しているか。

指    標

　医療・介護関係者の協力を得ながら、切れ目なく在宅医療と在宅介護が一体的に提供される体制の
構築に向けて必要に応じて、都道府県等からの支援を受けつつ、（４）①での検討内容を考慮して、必
要となる具体的取組を企画・立案した上で、具体的に実行するとともに、実施状況の検証や取組の改
善を行っているか。

（注）これらの指標については、厚生労働省の統計

データを使用するため、市町村において入力は不要。
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回答欄

ア　計画に定めており、かつ、進捗状況の評価を行っ
ている。

○ 10 点

イ　計画に定めているが、進捗状況の評価は行ってい
ない。

✕ 0 点

② ○ 10 点 チーム員会議　２か月に１回、研修会年３回実施

③ ○ 10 点

・認知症ケアパスを医療機関、薬局、オレンジカ
フェで配布し、専門医へ繋げる。
・健康フェスティバル、公民館祭において物忘れ相
談会を開催。タッチパネルを使用した検査を行い、
かかりつけ医へ情報提供

④ ○ 10 点

①認知症の人と家族への支援と理解を深めるた
め、認知症行方不明者の捜索模擬訓練を実施して
いる。
②養成講座　平成３０年１０月２０日予定　　捜索模
擬訓練平成３０年１１月４日予定

配点

　地区医師会等の医療関係団体と調整し、認知症のおそれがある人に対して、かかりつけ医と認知症
疾患医療センター等専門医療機関との連携により、早期診断・早期対応に繋げる体制を構築している
か。

　認知症支援に携わるボランティアの定期的な養成など認知症支援に関する介護保険外サービスの
整備を行っているか。

①

　市町村介護保険事業計画又は市町村が定
めるその他の計画等において、認知症施策の
取組（「介護保険事業に係る保険給付の円滑
な実施を確保するための基本的な指針」第二
の三の１の（二）に掲げる取組）について、各年
度における具体的な計画（事業内容、実施（配
置）予定数、受講予定人数等）を定め、毎年度
その進捗状況について評価しているか。
　【アかイのいずれかに該当する場合】

　認知症初期集中支援チームは、認知症地域支援推進員に支援事例について情報提供し、具体的な
支援方法の検討を行う等、定期的に情報連携する体制を構築しているか。

（5）認知症総合支援

米子市認知症施策を考える会（オレンジの会）にお
いて評価する。平成３０年１０月頃実施予定

記載事項指    標
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回答欄

① ○ 10 点

HPにて介護予防・日常生活支援総合事業のご案
内として、総合事業の成り立ちや目的、将来像、総
合事業の種類及び基本チェックリスト等を掲載。ま
た、毎年、市報（介護保険特集号）の発行や介護保
険パンフレット（あんしん介護保険）を発行し、周知
している。

② ✕ 0 点

③ ✕ 0 点 協議や検証の日時、関係者、検証結果。

④ ✕ 0 点
創設されたサービスの概要及び創設時期（予定時
期）。

　

0 点

0 点

⑥ ✕ 0 点 情報の提供時期、方法、内容。

③通いの場への参
加率（①/②）

配点

　介護予防・生活支援サービス事業における多様なサービスやその他の生活支援サービスの開始に
あたり、生活支援コーディネーターや協議体、その他地域の関係者との協議を行うとともに、開始後の
実施状況の検証の機会を設けているか。

　高齢者のニーズを踏まえ、介護予防・生活支援サービス事業における多様なサービス、その他生活
支援サービスを創設しているか。

　介護予防に資する住民主体の通いの場への
65歳以上の方の参加者数はどの程度か（【通
いの場への参加率＝通いの場の参加者実人
数／高齢者人口】　等）
　　ア 通いの場への参加率が○％（上位3割）
　　イ 通いの場への参加率が○％（上位5割）

（6）介護予防/日常生活支援

　地域包括支援センター、介護支援専門員、生活支援コーディネーター、協議体に対して、総合事業を
含む多様な地域の社会資源に関する情報を提供しているか。

　 介護予防・日常生活支援総合事業の創設やその趣旨について、地域の住民やサービス事業者等地
域の関係者に対して周知を行っているか。

　介護保険事業計画において、介護予防・生活支援サービス事業における多様なサービス（基準を緩
和したサービス、住民主体による支援、短期集中予防サービス、移動支援を指し、予防給付で実施さ
れてきた旧介護予防訪問介護相当サービス・旧介護予防通所介護相当サービスに相当するサービス
は含まない。以下同じ。）及びその他の生活支援サービスの量の見込みを立てるとともに、その見込み
量の確保に向けた具体策を記載しているか。

厚生労働省において把握しているデータ
を使用するため、保険者においては入力
不要。

①通いの場の参加
者実人数

②高齢者人口

記載事項指    標

⑤

（注）これらの指標については、厚生労働省に
おいて全保険者の上位３割又は５割を決定する
ため、回答欄は市町村において入力不要。
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⑦ ○ 10 点 地域のサロン等にリハ専門職を派遣

⑧ ○ 10 点
サロン等に健康増進、生活支援、服薬等多岐にわ
たる内容で専門的な講師を派遣し取り組んだ。

① ○ 10 点
長寿社会課各地区担当職員と連携しながら取り組
んだ。

② ○ 10 点

該当する項目に☑して下さい。（平成30年度の取
組が対象（予定を含む。）)予定の場合は、取組予
定日を記載。

☑地域のニーズと資源の状況の見える化、問題提
起。

☑地縁組織等多様な主体への協力依頼等の働き
かけ。

☑関係者のネットワーク化。

□目指す地域の姿・方針の共有。意識の統一。

□生活支援の担い手の養成やサービスの開発
等。

□上記以外を実施している場合には、内容を記
載。

③ ○ 10 点

該当する項目に☑して下さい。（平成30年度の取
組が対象（予定を含む。））予定の場合は、取組予
定日を記載。

□地域ニーズ、既存の地域資源の把握、情報の見
える化の推進。（実態調査の実施や地域資源マッ
プの作成等。）

□企画、立案、方針策定。（生活支援等サービスの
担い手養成に係る企画等を含む。）

☑地域づくりにおける意識の統一等。平成３１年３
月予定

□上記以外を実施している場合には内容を記載。

　地域リハビリテーション活動支援事業（リハビリテーション専門職等が技術的助言等を行う事業）等に
より、介護予防の場にリハビリテーション専門職等が関与する仕組みを設け実行しているか。

協議体が地域資源の開発に向けた具体的取組（地域ニーズ、地域資源の把握等）を行っているか。

　生活支援コーディネーターが地域資源の開発に向けた具体的取組（地域ニーズ、地域資源の把握、
問題提起等）を行っているか。

 住民の介護予防活動への積極的な参加を促進する取組を推進しているか（単なる周知広報を除く。）

　生活支援コーディネーターに対して市町村としての活動方針を提示し、支援を行っているか。

（7）生活支援体制の整備
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④ ✕ 0 点 行われた資源開発の具体的内容。

回答欄

（要介護認定等基準時間の変化）

①

　一定期間における、要介護認定者の要介護
認定等基準時間の変化率の状況はどのように
なっているか。
　ア　時点（１）の場合○％　（全保険者の上位
３割を評価）
　イ　時点（２）の場合○％　（全保険者の上位
５割を評価）
【ア又はイどちらかに該当すれば加点】

10 点

（要介護認定の変化）

②

一定期間における要介護認定者の要介護認
定の変化率の状況はどのようになっている
か。
　ア　時点（１）の場合○％　（全保険者の上位
３割を評価）
　イ　時点（２）の場合○％　（全保険者の上位
５割を評価）
【ア又はイどちらかに該当すれば加点】

10 点

小計 280 点

　生活支援コーディネーター、協議体の活動を通じて高齢者のニーズに対応した具体的な資源の開発
（既存の活動やサービスの強化を含む。）が行われているか。

配点

(8)要介護状態の維持・改善の状況等

指   標 記載事項

（注）これらの指標については、
厚生労働省において全保険者の
上位３割又は５割を決定するた
め、市町村において入力は不要。
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回答欄

①
 介護給付の適正化事業の主要５事業のうち、
３事業以上を実施しているか。

○ 10 点

該当する項目に☑して下さい。（平成30年9月末現
在）
☑要介護認定の適正化
☑ケアプラン点検
□住宅改修の点検
☑医療情報との突合・縦覧点検
□介護給付費通知

②

 
  ケアプラン点検をどの程度実施しているか。
ア　ケアプラン数に対するケアプランの点検件
数の割合が○％（全国平均）以上
イ　ケアプラン数に対するケアプランの点検件
数の割合が○％（全国平均）未満

0 点

①ケアプラン点検数
②ケアプラン数
③実際の数値を記入して下さい。

20

50,170

0.0

③ ○ 10 点
該当する項目に☑して下さい。
□ア保険者職員が実施。
☑イ国保連に委託。
□ウ保険者職員が実施及び国保連に委託。

①ケアプラン点検数

②ケアプラン数

③割合（①/②）％

指    標

Ⅲ　介護保険運営の安定化に資する施策の推進

配点

（1）介護給付の適正化

 医療情報との突合・縦覧点検を実施しているか。

記載事項

（注）これらの指標については、厚生労働省におい

て全国平均以上と平均未満を確定するため、市町村

において回答欄への入力は不要。
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× 0 点
地域ケア会議の構成員としてリハビリテーション専
門職を任命し、会議の際に福祉用具貸与計画も合
わせて点検を行う。

× 0 点
福祉用具専門相談員による福祉用具貸与計画の
作成時に、リハビリテーション専門職が点検を行う
仕組みがある。

× 0 点
貸与開始後、用具が適切に利用されているか否か
をリハビリテーション専門職が点検する仕組みがあ
る。

× 0 点

被保険者から提出された住宅改修費支給申請書
の市町村における審査の際に、建築専門職、リハ
ビリテーション専門職等により点検を行う仕組みが
ある。

× 0 点
住宅改修の実施前又は実施の際に、実際に改修
を行う住宅をリハビリテーション専門職が訪問し、
点検を行わせる仕組みがある。

⑥ ✕ 0 点 実施した時期・内容。

回答欄

①   必要な介護人材を確保するための具体的な取組を行っているか。 ✕ 0 点
実施した時期・内容。
（予定の場合は計画している時期・内容。）

小計 20 点

総計 342 点

⑤

  住宅改修の利用に際して、建築専門職、リハビリテーション専門職等が適切に関与する仕組みを設
けているか。

【いずれかに該当している場合に加点】

④

配点

（2）介護人材の確保

  給付実績を活用した適正化事業を実施しているか。

   福祉用具の利用に関しリハビリテーション専門職が関与する仕組みを設けているか。

【いすれかに該当している場合に加点】

記載事項指    標

該当する項目に○をして下さい。

該当する項目に○をして下さい。
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1 
 

地域包括支援センターの事業評価を通じた機能強化について 

 

地域包括支援センター（以下「センター」という。）は、介護予防ケアマネジメン

トや包括的支援事業等の実施を通じて、地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定

のために必要な援助を行うことにより、その保健医療の向上及び福祉の増進を包括的

に支援することを目的としており、今後、地域包括ケアシステムの構築を推進してい

く上で、その機能強化は重要な課題となっている。 

他方、センターについては、業務負担が過大となってきており、負担が大きい業務

として、総合相談支援業務や指定介護予防支援などが挙げられているが、センターに

よってその内容は異なっている。 

センターが、その機能を適切に発揮していくためには、地域包括支援センターごと

に業務の状況を明らかにし、それに基づいた必要な機能強化を図っていく必要がある。 

こうした観点から、地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改

正する法律（平成２９年法律第５２号）において、市町村やセンターは、センターの

事業について評価を行うとともに、必要な措置を講じなければならないこととされた

（介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の４６関係）。 

米子市においては、法律の改正に先駆けて示された国の方針により、平成２７年度

業務分から独自の評価項目によりセンターの業務自己評価を実施し、各年度の取組み

の総括と、次年度に向けた業務改善の資料として一定の効果があった。自己評価内容

は、市ホームページに掲載し公表している。 

国は法改正により、今年度から全国で統一して用いる評価指標を策定し、市町村に

おいて、個々のセンターの業務の実施状況を把握し、これを踏まえた適切な人員体制

の確保や業務の重点化・効率化を進めていくこととなった（平成３０年７月に全国一

斉に実施された）。 

 

１ 目的等 

（１）目的 

センターは、地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を

行うことにより、地域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援するこ

とを目的としている。センターが地域において求められる機能を十分に発揮するた

めには、人員体制及び業務の状況を定期的に把握・評価し、その結果を踏まえて、

センターの設置者及び市町村が事業の質の向上のための必要な改善を図っていく

ことが重要であり、全ての市町村及びセンターで取組状況を評価することにより、

地域包括ケアシステムの深化に向けた取組を加速させるものである。 

 

２ 地域包括支援センター評価指標 

センターの機能を向上させるためには、市町村とセンターの連携強化が欠かせない

ことから、センターに対する評価を行うことと併せて、市町村の関わりについて点検

を行うこととされており、具体的な評価の指標及びその趣旨については、別添１のと
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おり。 

 

３ 市町村における評価と機能強化等の流れ 

（１）市町村等の対応の流れ 

市町村及びセンターは、評価指標による取組等の確認を行い、市町村は、自身の結

果と管内センターの結果について、都道府県を通じて厚労省へ報告を行う。その際、

センターの設置数等の基本情報についても併せて報告を行う。 

厚労省は、全国の結果を集計の上、チャート化による見える化を行った上で、都道

府県を通じて市町村へ結果を周知し、市町村はその結果等を踏まえて、点検を行い、

センターの課題を踏まえた機能強化策（委託費等の予算要求、定員要求、委託方針へ

の反映、業務マニュアルの作成等の業務改善策等）の検討を行う。また、機能強化策

については、実行後の検証を行う。 

（２）都道府県の対応の流れ 

都道府県は、市町村とセンターにおける評価指標による取組等の確認の結果につい

てとりまとめの上、厚労省へ報告するとともに、厚労省がとりまとめた全国の結果に

ついて市町村へ周知を行う。 

また、全国の結果や市町村等の個別結果を活用し、研修内容への反映や、市町村へ

の個別支援等を行い、市町村におけるセンターの機能強化の支援を行う。 

 

４ センター評価指標の機能強化のための活用方法 

センターの評価指標は、市町村やセンターごとに業務の状況を明らかにし、これに

基づいた必要な機能強化を図ることを目的として設定されているものであるが、その

具体的な活用方法の例としては、以下のとおりである。なお、その他の活用方法を妨

げるものではなく、各市町村の状況に応じた活用が可能であるとされている。 

（１）業務チェックリストとしての活用 

センターの業務を効果的かつ効率的に実施しているかを網羅的に点検するための

指標としての活用が可能である。実施できていない項目については、市町村とセンタ

ー間で要因や背景を分析・共有し、業務改善に繋げていくことが重要である。センタ

ーの運営方針に、未達成項目の改善に向けた方針を盛り込むことも考えられる。 

（２）チャート化による取組の見える化 

チャート化による取組状況の見える化を行うことにより、達成度合いが低い業務分

野を確認することが可能である。なお、３（１）のとおり、厚労省より、全国の状況

についてチャート化したものが情報提供され、これと比較した上で市町村とセンター

間で要因や背景を分析・共有することが可能である。 

（３）連携項目を活用した業務分析 

市町村とセンターにおける連携項目の評価結果を確認することにより、市町村とセ

ンターの連携状況を把握することが可能となる。市町村とセンターで評価結果に相違

がある項目を確認し、その要因や背景を分析し、解消に向けた方策を検討・実施する

ことで、市町村とセンターのさらなる連携強化に取り組む。 



平成３０年度　地域包括支援センターの事業評価を通じた機能強化に係る 統一指標よる全国集計結果より

全国平均 ふれ里 義方・湊山 住吉・加茂 尚徳 弓浜 箕蚊屋 淀江

1 1　 組織運営体制等 75.4% 94.7% 68.4% 73.7% 94.7% 89.5% 89.5% 73.7%

2 2-(1) 総合相談支援 84.8% 83.3% 83.3% 83.3% 83.3% 83.3% 83.3% 83.3%

3 2-(2) 権利擁護 82.1% 80.0% 40.0% 80.0% 80.0% 80.0% 80.0% 80.0%

4 2-(3) 包括的・継続的ケアマネジメント支援 72.0% 66.7% 66.7% 66.7% 100.0% 100.0% 100.0% 50.0%

5 2-(4)　地域ケア会議 76.2% 44.4% 44.4% 44.4% 55.6% 66.7% 66.7% 33.3%

6 2-(5)　介護予防ケアマネジメント・介護予防支援 72.4% 60.0% 40.0% 40.0% 60.0% 40.0% 40.0% 60.0%

7 3　事業間連携（社会保障充実分事業） 76.3% 80.0% 40.0% 40.0% 80.0% 80.0% 80.0% 80.0%

3
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【市町村・地域包括支援センター連携項目シート】   

  

市町村と地域包括支援センターとが運営方針を共有したうえで、連携した事業運営ができているかどうかを評価する

ために「市町村：評価指標」と「地域包括支援センター：評価指標」において、以下の直接対応関係がある４８の評

価指標で作成しています。 

 

         

  市町村指標 実施状況 実施状況 センター指標  

1 組織運営体制

等 
           

  

(1) 組織運営体制          

  

Q19 

運営協議会での議論を経て、センター

の運営方針を策定し、センターへ伝達

しているか。 

× ○７包括 Q11 

市町村が定める運営方針の内容に沿

って、センターの事業計画を策定して

いるか。 

 

Q20 

年度ごとのセンターの事業計画の策

定に当たり、センターと協議を行ってい

るか。 

○ 
○６包括 

×１報告 
Q11-1 

事業計画の策定に当たって、市町村

と協議し、市町村から受けた指摘があ

る場合、これを反映しているか。 

 

Q21 

前年度における運営協議会での議論

を踏まえ、センターの運営方針、センタ

ーへの支援、指導の内容を改善した

か。 

○ ○７包括 Q12 

市町村の支援・指導の内容により、逐

次、センターの業務改善が図られてい

るか。 

 

Q22 
市町村とセンターの間の連絡会合を、

定期的に開催しているか。 
○ ○７包括 Q13 

市町村が設置する定期的な連絡会合

に、毎回、出席しているか。 
 

Q23 

センターに対して、担当圏域の現状や

ニーズの把握に必要な情報を提供し

ているか。 

○ ○７包括 Q14 

市町村から、担当圏域の現状やニー

ズの把握に必要な情報の提供を受け

ているか。 

 

Q24 

センターに対して、介護保険法施行規

則に定める原則基準に基づく３職種の

配置を義務付けているか。 

○ ○７包括 Q16 
市町村から配置を義務付けられてい

る 3職種を配置しているか。 
 

Q27 

センター職員の資質向上の観点から、

センター職員を対象とした研修計画を

策定し、年度当初までにセンターに示

しているか。 

× ×７包括 Q17 

市町村から、年度当初までに、センタ

ー職員を対象とした研修計画が示さ

れているか。 

 

Q28 

センターに対して、夜間・早朝の窓口

（連絡先）の設置を義務付けている

か。 

○ ○７包括 Q19 

夜間・早朝の窓口（連絡先）を設置し、

窓口を住民にパンフレットやホームペ

ージ等で周知しているか。 

 

Q29 

センターに対して、平日以外の窓口

（連絡先）の設置を義務付けている

か。 

○ ○７包括 Q20 

平日以外の窓口（連絡先）を設置し、

窓口を住民にパンフレットやホームペ

ージ等で周知しているか。 

 

Q30 
市町村の広報紙やホームページなど

で、センターの周知を行っているか。 
○ ○７包括 Q21 

パンフレットの配布など、センターの

周知を行っているか。 
 

(2) 個人情報の管理          

  

Q32 
個人情報保護に関する市町村の取扱

方針をセンターに示しているか。 
○ ○７包括 Q22 

個人情報保護に関する市町村の取扱

方針に従って、センターが個人情報保

護マニュアル（個人情報保護方針）を

整備しているか。 

 

Q33 

個人情報が漏えいした場合の対応な

ど、センターが行うべき個人情報保護

の対応について、センターへ指示して

いるか。 

○ 
○６包括 

×１包括 
Q23 

個人情報が漏えいした場合の対応な

ど、市町村から指示のあった個人情

報保護のための対応を、各職員へ周

知しているか。 

 

(3) 利用者満足の向上          

  Q35 

苦情内容の記録等、苦情対応に関す

る市町村の方針をセンターに示してい

るか。 

○ 
○６包括 

×１包括 
Q26 

市町村の方針に沿って、苦情対応体

制を整備し、苦情内容や苦情への対

応策について記録しているか。 
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Q36 

センターが受けた介護サービスに関す

る相談について、センターから市町村

に対して報告や協議を受ける仕組みを

設けているか。 

○ ○７包括 Q27 

センターが受けた介護サービスに関

する相談について、市町村に対して

報告や協議を行う仕組みが設けられ

ているか。 

 

Q37 

相談者のプライバシーが確保される環

境整備に関する市町村の方針をセン

ターに示しているか。 

○ ○７包括 Q28 

相談者のプライバシー確保に関する

市町村の方針に沿い、プライバシー

が確保される環境を整備しているか。 

 

２ 個別業務            

  

(1) 総合相談支援          

  

Q39 

センターと協議しつつ、センターにおい

て受けた相談事例の終結条件を定め

ているか。 

× ×７包括 Q30 
相談事例の終結条件を、市町村と共

有しているか。 
 

Q40 
センターにおける相談事例の分類方

法を定めているか。 
○ ○７包括 Q31 

相談事例の分類方法を、市町村と共

有しているか。 
 

Q41 
１年間におけるセンターの相談件数を

把握しているか。 
○ ○７包括 Q32 

１年間の相談事例の件数を市町村に

報告しているか。 
 

Q42 
センターからの相談事例に関する支援

要請に対応したか。 
○ ○７包括 Q33 

相談事例解決のために、市町村への

支援を要請し、その要請に対し市町

村からの支援があったか。 

 

Q43 

センターが対応した家族介護者からの

相談について、相談件数・相談内容を

把握しているか。 

○ ○７包括 Q34 

家族介護者からの相談について、相

談件数や相談内容を記録等に残して

取りまとめているか。 

 

(2) 権利擁

護 
           

  

Q45 

成年後見制度の市町村長申し立てに

関する判断基準をセンターと共有して

いるか。 

× ×７包括 Q36 

成年後見制度の市町村長申し立てに

関する判断基準が、市町村から共有

されているか。 

 

Q46 

高齢者虐待事例及び高齢者虐待を疑

われる事例への対応の流れを整理し、

センターと共有しているか。 

○ 
○６包括 

×１包括 
Q38 

高齢者虐待事例及び高齢者虐待を疑

われる事例への対応の流れについ

て、市町村と共有しているか。 

 

Q47 

センターまたは市町村が開催する高齢

者虐待防止に関する情報共有、議論

及び報告等を行う会議において、高齢

者虐待事例への対応策を検討してい

るか。 

○ ○７包括 Q39 

センターまたは市町村が開催する高

齢者虐待防止に関する情報共有、議

論及び報告等を行う会議において、

高齢者虐待事例への対応策を検討し

ているか。 

 

Q48 

消費生活に関する相談窓口及び警察

に対して、センターとの連携について

の協力依頼を行っているか。 

○ ○７包括 Q41 

消費者被害に関し、センターが受けた

相談内容について、消費生活に関す

る相談窓口または警察等と連携の

上、対応しているか。 

 

(3) 包括的・継続的ケアマネジメント支援          

  

Q49 

日常生活圏域ごとの居宅介護支援事

業所のデータを把握し、センターに情

報提供しているか。 

○ ×７包括 Q43 
担当圏域における居宅介護支援事業

所のデータを把握しているか。 
 

Q50 

センターと協議の上、センターが開催

する介護支援専門員を対象にした研

修会・事例検討会等の開催計画を作

成しているか。 

○ 
○３包括 

×４包括 
Q44 

介護支援専門員を対象にした研修

会・事例検討会等の開催計画を策定

し、年度当初に、指定居宅介護支援

事業所に示しているか。 

 

Q51 

介護支援専門員を対象に、包括的・継

続的ケアマネジメントを行うための課

題や支援などに関するアンケートや意

見収集等を行い、センターに情報提供

を行っているか。 

× 
○６包括 

×１包括 
Q45 

介護支援専門員に対するアンケート・

意見収集等についての市町村からの

情報提供や、市町村による研修会の

内容等を踏まえ、地域の介護支援専

門員のニーズや課題に基づく事例検

討会や、個別事例を検討する地域ケ

ア会議等を開催しているか。 
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Q53 

介護支援専門員のニーズに基づい

て、多様な関係機関・関係者との意見

交換の場を設けているか。 

× ○７包括 Q46 

担当圏域の介護支援専門員のニー

ズに基づいて、多様な関係機関・関係

者との意見交換の場を設けている

か。 

 

Q54 

センターが介護支援専門員から受け

た相談事例の内容を整理・分類した上

で、経年的に件数を把握しているか。 

× 
○３包括 

×４包括 
Q48 

介護支援専門員から受けた相談事例

の内容を整理・分類した上で、経年的

に件数を把握しているか。 

 

(4) 地域ケア会議          

  

Q55 

地域ケア会議が発揮すべき機能、構

成員、スケジュールを盛り込んだ開催

計画を策定し、センターに示している

か。 

× ×７包括 Q49 

地域ケア会議が発揮すべき機能、構

成員、スケジュール等を盛り込んだ開

催計画が市町村から示されている

か。 

 

Q56 

センター主催の地域ケア会議の運営

方法や、市町村主催の地域ケア会議

との連携に関する方針を策定し、セン

ターに対して周知しているか。 

○ 
○２包括 

×５包括 
Q50 

センター主催の地域ケア会議の運営

方針を、センター職員・会議参加者・

地域の関係機関に対して周知してい

るか。 

 

Q59 

センター主催の個別事例について検

討する地域ケア会議に参加している

か。 

○ 
○６包括 

×１包括 
Q51 

センター主催の地域ケア会議におい

て、個別事例について検討している

か。 

 

Q61 

地域ケア会議において多職種と連携し

て、自立支援・重度化防止等に資する

観点から個別事例の検討を行い、対

応策を講じているか。 

× 
○５包括 

×２包括 
Q53 

センター主催の地域ケア会議におい

て、多職種と連携して、自立支援・重

度化防止等に資する観点から個別事

例の検討を行い、対応策を講じている

か。 

 

Q62 

センターと協力し、地域ケア会議にお

ける個人情報の取扱方針を定め、セン

ターに示すとともに、市町村が主催す

る地域ケア会議で対応しているか。 

× ×７包括 Q54 

市町村から示された地域ケア会議に

おける個人情報の取扱方針に基づ

き、センターが主催する地域ケア会議

で対応しているか。 

 

Q63 

地域ケア会議の議事録や検討事項を

構成員全員が共有するための仕組み

を講じているか。 

○ 
○５包括 

×２包括 
Q55 

センター主催の地域ケア会議におい

て、議事録や検討事項をまとめ、参加

者間で共有しているか。 

 

Q64 

地域ケア会議で検討した個別事例に

ついて、その後の変化等をモニタリン

グするルールや仕組みを構築し、かつ

実行しているか。 

× 
○４包括 

×３包括 
Q56 

地域ケア会議で検討した個別事例に

ついて、その後の変化等をモニタリン

グしているか。 

 

Q67 
センター主催の地域課題に関して検討

する地域ケア会議に参加しているか。 
○ 

○５包括 

×２包括 
Q52 

センター主催の地域ケア会議におい

て、地域課題に関して検討している

か。 

 

Q68 
センター主催の地域ケア会議で検討さ

れた内容を把握しているか。 
○ 

○５包括 

×２包括 
Q57 

センター主催の地域ケア会議におけ

る検討事項をまとめたものを、市町村

に報告しているか。 

 

(5) 介護予防ケアマネジメント・指定介護予防支援          

  Q71 

自立支援・重度化防止等に資するケア

マネジメントに関する市町村の基本方

針を定め、センターに周知しているか。 

○ 
○３包括 

×４包括 
Q58 

自立支援・重度化防止等に資するケ

アマネジメントに関し、市町村から示さ

れた基本方針を、センター職員及び

委託先の居宅介護支援事業所に周

知しているか。 
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Q72 

センター、介護支援専門員、生活支援

コーディネーター、協議体に対して、保

険給付や介護予防・生活支援サービ

ス事業以外の多様な地域の社会資源

に関する情報を提供しているか。 

○ ○７包括 Q59 

介護予防ケアマネジメント・介護予防

支援のケアプランにおいて、保険給付

や介護予防・生活支援サービス事業

以外の多様な地域の社会資源を位置

づけたことがあるか。 

 

Q73 

利用者のセルフマネジメントを推進す

るため、介護予防手帳などの支援の

手法を定め、センターに示しているか。 

× ×７包括 Q60 

利用者のセルフマネジメントを推進す

るため、市町村から示された支援の

手法を活用しているか。 

 

Q74 

介護予防ケアマネジメント・介護予防

支援を委託する際の事業所選定につ

いて、公平性・中立性確保のための指

針を作成し、センターに明示している

か。 

× ×７包括 Q61 

介護予防ケアマネジメント・介護予防

支援を委託する際の事業所選定の公

平性・中立性確保のための指針が市

町村から示されているか。 

 

Q75 

介護予防ケアマネジメント・介護予防

支援を委託する際のセンターの関与に

ついて、市町村の方針をセンターに対

して明示しているか。 

× ○７包括 Q62 

介護予防ケアマネジメント・介護予防

支援を委託した場合は、台帳への記

録及び進行管理を行っているか。 

 

３ 事業間連携（社会保障充実分）          

  

Q77 

医療関係者とセンターの合同の事例

検討会の開催または開催支援を行っ

ているか。 

○ 
○６包括 

×１包括 
Q63 

医療関係者と合同の事例検討会に参

加しているか。 
 

Q78 

医療関係者とセンターの合同の講演

会・勉強会等の開催または開催支援

を行っているか。 

○ ○７包括 Q64 
医療関係者と合同の講演会・勉強会

等に参加しているか。 
 

Q79 

在宅医療・介護連携推進事業におけ

る相談窓口とセンターの連携・調整が

図られるよう、連携会議の開催や情報

共有の仕組みづくりなどの支援を行っ

ているか。 

○ 
○５包括 

×２包括 
Q65 

在宅医療・介護連携推進事業におけ

る相談窓口に対し、相談を行っている

か。 

 

Q80 

認知症初期集中支援チームとセンター

の連携・調整が図られるよう、連携会

議の開催や情報共有の仕組みづくり

などの支援を行っているか。 

○ 
○６包括 

×１包括 
Q66 

認知症初期集中支援チームと訪問支

援対象者に関する情報共有を図って

いるか。 

 

Q81 

生活支援コーディネーターや協議体と

センターの連携・調整が図られるよう、

連携会議の開催や情報共有の仕組み

づくりなどの支援を行っているか。 

× ×７包括 Q67 

生活支援コーディネーター・協議体と

地域における高齢者のニーズや社会

資源について協議をしているか。 

 

 



市町村及び地域包括支援センターの評価指標

別添１



市町村指標 センター指標 趣旨・考え方 時点 留意点

1 運営協議会での議論を経て、センターの運営
方針を策定し、センターへ伝達しているか。

1 市町村が定める運営方針の内容に沿って、セン
ターの事業計画を策定しているか。

・地域の関係者で構成さ
れる運営協議会の仕組
みを活用し、運営方針を
策定していることを評価
するもの。

評価実施年
度の運営に
ついて、4月
末日までに
示された運
営方針が対
象

（市町村・センター）
・紙面等で策定されている場合に、指標
の内容を満たしているものとして取り扱う。

2 年度ごとのセンターの事業計画の策定に当た
り、センターと協議を行っているか。

2 事業計画の策定に当たって、市町村と協議し、市
町村から受けた指摘がある場合、これを反映して
いるか。

・センターの事業計画を
策定するに当たり、市町
村とセンターで必要な協
議が行われ、センターの
事業計画に反映されて
いるかを評価するもの。

評価実施年
度の事業計
画を策定し
た際の検討
実績が対象

（市町村・センター）
・協議の方法等は問わない。
・協議の記録が残されている場合に、指
標の内容を満たしているものとして取り扱
う。

3 前年度における運営協議会での議論を踏まえ、
センターの運営方針、センターへの支援・指導の
内容を改善したか。

3 市町村の支援・指導の内容により、逐次、セン
ターの業務改善が図られているか。

・センターの運営方針、
支援・指導の内容に関し、
運営協議会から意見・指
摘を受けた際の対応状
況を評価するもの。

前年度の対
応実績を対
象

（市町村）
・前年度に開催した運営協議会において、
意見または指摘が出されなかった場合は、
指標の内容を満たしていないものとして
取り扱う。

4 市町村とセンターの間の連絡会合を、定期的
に開催しているか。

4 市町村が設置する定期的な連絡会合に、毎回、
出席しているか。

・市町村とセンターの連
携のための体制が整備
され、連携が図られてい
るかを評価するもの。

前年度の実
績が対象

（センター）
・原則的に毎回出席していれば、出席を
予定していた連絡会合に、虐待対応など
緊急対応のため出席できないことがあっ
た場合も、指標の内容を満たしているも
のとして取り扱う。

5 センターに対して、担当圏域の現状やニーズ
の把握に必要な情報を提供しているか。

5 市町村から、担当圏域の現状やニーズの把握に
必要な情報の提供を受けているか。

・市町村とセンターで情
報連携が適切に実施さ
れているかを評価するも
の。

前年度の実
績が対象

（市町村・センター）
・次の７つの情報のうち、３つ以上提供し
ている、または提供されている場合に、
指標の内容を満たしているものとして取り
扱う。（①担当圏域の高齢者人口②担当
圏域の高齢者のみの世帯数③介護予
防・日常生活圏域ニーズ調査等の各種
住民アンケート結果④要介護等認定者
数やサービス利用状況等の介護保険に
係る情報⑤民生委員や地域のサロン運
営者等地域の関係団体情報⑥地域の社
会資源に関する情報⑦その他ニーズ把
握に必要な情報）
・データ、書面、システム等で提供してい
る・提供されている場合に、指標の内容
を満たしているものとして取り扱う。

１．組織・運営体制等
(1) 組織・運営体制

1

市町村指標におけるセンターとは、管内の全センターをいう。
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市町村指標 センター指標 趣旨・考え方 時点 留意点

（市町村指標なし） 6 把握した担当圏域の現状やニーズに基づき、
センターの実情に応じた重点業務を明らかにし
ているか。

前年度の実
績が対象

（センター）
・重点業務を定めた検討の記録が残されて
いる場合に、指標の内容を満たしているも
のとして取り扱う。

6 センターに対して、介護保険法施行規則に定
める原則基準に基づく三職種の配置を義務付け
ているか。

7 市町村から配置を義務付けられている三職種
を配置しているか。

・必要な支援が効果的
に提供されるための体
制が確保されていること
を評価するもの。

評価実施年
度における4
月末時点の
状況が対象

（市町村・センター）
・介護保険法施行規則に定める原則基準
に基づく人員の配置状況を評価するもの。
・介護保険法施行規則第140条の66第１号
ロの基準が適用される場合は、それに基づ
く人員の配置状況を評価する。
・直営のセンターについては、介護保険法
施行規則に定める原則基準に基づく人員
配置が、組織規則等において定められてい
る、またはその他の方法により明示される
ことをもって指標を満たしているものとして
取り扱う。
・包括的支援事業の実施基準を定める条
例に定めているのみでは指標の内容を満
たしていないものとして取り扱う。

7 センターにおいて、三職種（それぞれの職種の
準ずる者は含まない）が配置されているか。

（センター指標なし） ・必要な支援が効果的
に提供されるための体
制が確保されていること
を評価するもの。

評価実施年
度における4
月末時点の
状況が対象

（市町村）
・三職種が配置されている場合に、指標の
内容を満たしているものとして取り扱う。た
だし、介護保険法施行規則第140条の66第
１号ロの基準が適用される場合は、それに
基づく配置数を満たしている場合に、指標
の内容を満たしているものとして取り扱う。
・複数のセンターを設置している場合は、平
均値を算出し、小数点第１位を四捨五入し
整数化した値が基準による配置人数以上
であれば、指標の内容を満たしているもの
として取り扱う。

8 センターの三職種（準ずる者含む）一人当たり
高齢者数（全圏域内の高齢者数/全センター人
員）の状況が1,500人以下であるか。
※小規模の担当圏域におけるセンターについて
は配置基準が異なるため、以下の指標を用いる。
①第１号被保険者数が概ね2,000人以上3,000人
未満･･･1,250人以下
②第１号被保険者数が概ね1,000人以上2,000人
未満の場合･･750人以下
③第１号被保険者数が概ね1,000人未満の場合
…500人以下

（センター指標なし） ・センターの人員配置状
況を評価するもの。

評価実施年
度における4
月末時点の
状況が対象

（市町村）
・三職種の人員配置基準については、介護
保険法施行規則第140条の66に定める基
準とする。
・センターが複数ある場合には、平均値に
より判定。
・市町村に規模の異なる担当圏域が混在
する場合、各センターの一人当たり高齢者
数の合計が、各センターの担当圏域の規
模ごとの基準人数の合計を下回る場合に
は、指標の内容を満たしているものとして
取り扱う。
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市町村指標 センター指標 趣旨・考え方 時点 留意点

9 センター職員の資質向上の観点から、センター
職員を対象とした研修計画を策定し、年度当初
までにセンターに示しているか。

8 市町村から、年度当初までに、センター職員を対
象とした研修計画が示されているか。

・センター職員の資
質向上を図るため、
必要な研修計画の
策定または共有状
況を評価するもの。

評価実施年
度の４月末ま
でに示された、
当該年度内
の研修計画
が対象

（市町村・センター）
・主催者、研修内容・時間数は問わない。
・評価実施年度の4月末までにセンターに
示されている場合に、指標の内容を満たし
ているものとして取り扱う。

（市町村指標なし） 9 センターに在籍する全ての職員に対して、センター
または受託法人が、職場での仕事を離れての研修
（Off-JT）を実施しているか。

・職場の状況に左右
されず、均一な研修
の機会を提供できて
いるかを評価するも
の。

前年度の実
績が対象

（センター）
・主催者、研修内容・時間数は問わない。

10 センターに対して、夜間・早朝の窓口（連絡先）
の設置を義務付けているか。

10 夜間・早朝の窓口（連絡先）を設置し、窓口を住民
にパンフレットやホームページ等で周知しているか。

・虐待等の緊急的な
相談対応が必要な
場合に備え、相談支
援体制等を構築し
周知しているかを評
価するもの。

前年度の実
績が対象

（市町村・センター）
・窓口の設置のほか、緊急連絡先の設定
等でも指標の内容を満たしているものとし
て取り扱う。例えば、携帯電話等へ電話転
送を行っている場合についても、指標の内
容を満たしているものとして取り扱う。

11 センターに対して、平日以外の窓口（連絡先）
の設置を義務付けているか。

11 平日以外の窓口（連絡先）を設置し、窓口を住民に
パンフレットやホームページ等で周知しているか。

・虐待等の緊急的な
相談対応が必要な
場合に備え、相談支
援体制等を構築し
周知しているかを評
価するもの。

前年度の実
績が対象

（市町村・センター）
・窓口の設置のほか、緊急連絡先の設定
等でも指標の内容を満たしているものとし
て取り扱う。例えば、携帯電話等へ電話転
送を行っている場合についても、指標の内
容を満たしているものとして取り扱う。

12 市町村の広報紙やホームページなどでセン
ターの周知を行っているか。

12 パンフレットの配布など、センターの周知を行って
いるか。

・住民に広く認知さ
れるための取り組み
を行っているかを評
価するもの。

前年度の実
績が対象

（市町村）
・少なくとも広報紙やホームページで周知を
行っている場合に、指標の内容を満たして
いるものとして取り扱う。
（センター）
・少なくともパンフレットの配布により周知を
行っている場合に、指標の内容を満たして
いるものとして取り扱う。

13 介護サービス情報公表システム等において、
センターの事業内容・運営状況に関する情報を
公表しているか。

（センター指標なし） ・センターの円滑な
利用のため、情報
公表の取組を評価
するもの。

前年度の実
績が対象

（市町村）
・具体的な公表項目は、名称及び所在地、
法人名、営業日及び営業時間、担当区域、
職員体制、事業の内容、活動実績等。
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(2) 個人情報の管理

市町村指標 センター指標 趣旨・考え方 時点 留意点

14 個人情報保護に関する市町村の取扱方針をセ
ンターに示しているか。

13 個人情報保護に関する市町村の取扱方針に従っ
て、センターが個人情報保護マニュアル（個人情報
保護方針）を整備しているか。

・個人情報の取扱方
針が整備されている
ことを評価するもの。

前年度の実
績が対象

（市町村・センター）
・データまたは紙面で整備されている場合
に、指標の内容を満たしているものとして
取り扱う。

15 個人情報が漏えいした場合の対応など、セン
ターが行うべき個人情報保護の対応について、セ
ンターへ指示しているか。

14 個人情報が漏えいした場合の対応など、市町村か
ら指示のあった個人情報保護のための対応を、各
職員へ周知しているか。

・個人情報漏えい等
の事態が発生した
場合の対応方法が
整備されていること
を評価するもの。

前年度の実
績が対象

（市町村・センター）
・データまたは紙面で整備されている場合
に、指標の内容を満たしているものとして
取り扱う。

16 センターからの個人情報漏えい等の報告事案に
対し、対応策を指示・助言しているか。

（センター指標なし） ・個人情報を適正に
取り扱うため、セン
ターから報告された
事案への対応状況
を評価するもの。

前年度の実
績が対象

（市町村）
・前年度に実績が無い場合、今年度速やか
に指示・助言できる体制を整備している場
合には、指標の内容を満たしているものと
して取り扱う。

（市町村指標なし） 15 個人情報の保護に関する責任者を配置している
か。

・個人情報保護に関
する責任体制が構
築されていることを
評価するもの。

前年度の実
績が対象

（センター）
・常勤で配置されている場合に、指標の内
容を満たしているものとして取り扱う。なお、
専従・兼務の別は問わない。

（市町村指標なし） 16 個人情報の持出・開示時は、管理簿への記載と確
認を行っているか。

・個人情報の適正な
取扱状況を問うもの。

前年度の実
績が対象

（センター）
・データまたは紙面で管理されている場合
に、指標の内容を満たしているものとして
取り扱う。
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(3) 利用者満足度の向上

市町村指標 センター指標 趣旨・考え方 時点 留意点

17 苦情内容の記録等、苦情対応に関する市町村の
方針をセンターに示しているか。

17 市町村の方針に沿って、苦情対応体制を整備し、
苦情内容や苦情への対応策について記録している
か。

・苦情受付体制と苦
情への対応状況を
評価するもの。

前年度の実
績が対象

（市町村・センター）
・データまたは紙面で整備されている場合
に、指標の内容を満たしているものとして
取り扱う。

18 センターが受けた介護サービスに関する相談に
ついて、センターから市町村に対して報告や協議
を受ける仕組みを設けているか。

18 センターが受けた介護サービスに関する相談につ
いて、市町村に対して報告や協議を行う仕組みが
設けられているか。

・センターが受けた
相談内容を市町村
との間で共有する体
制を評価するもの。

前年度の実
績が対象

（市町村・センター）
・報告の仕組みや会議の開催の仕組み等
を導入している場合に、指標の内容を満た
しているものとして取り扱う。
・介護サービスに関する相談には、介護に
関する幅広い相談や苦情も含む。
・前年度に実績が無い場合、速やかに報告
や協議ができる体制を整備している場合に
は、指標の内容を満たしているものとして
取り扱う。

19 相談者のプライバシーが確保される環境整備に
関する市町村の方針をセンターに示しているか。

19 相談者のプライバシー確保に関する市町村の方針
に沿い、プライバシーが確保される環境を整備して
いるか。

・相談対応の際のプ
ライバシーの確保に
関する取組を評価
するもの。

前年度の実
績が対象

（市町村）

・データまたは紙面で整備されている場合
に、指標の内容を満たしているものとして
取り扱う。
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２．個別業務
(1) 総合相談支援業務

市町村指標 センター指標 趣旨・考え方 時点 留意点

20 市町村レベルの関係団体（民生委員等）の会議
に、定期的に参加しているか。

（センター指標なし） ・センターの相談環
境の整備のため、
市町村の関係団体
との連携状況を評
価するもの。

前年度の実
績が対象

（市町村）

・関係団体とは民生委員・介護サービス事
業者・高齢者の日常生活支援活動に携わ
るボランティア等をさすが、そのうち少なくと
も民生委員の会議に参加している場合に、
指標の内容を満たしているものとして取り
扱う。

・民生委員の会議がない場合は、自治会等
の会議に参加している場合に、指標の内容
を満たしているものとして取り扱う。

（市町村指標なし） 20 地域における関係機関・関係者のネットワークに
ついて、構成員・連絡先・特性等に関する情報を
マップまたはリストで管理しているか。

・相談に適切に対
応するための関係
団体との連携状況
を評価するもの。

前年度の実
績が対象

（センター）
・介護サービス事業者・医療機関・民生委
員いずれの情報も管理している場合に、指
標の内容を満たしているものとして取り扱う。
・データまたは紙面で整備されており、逐次
見直しを行っている場合に、指標の内容を
満たしているものとして取り扱う。

21 センターと協議しつつ、センターにおいて受けた
相談事例の終結条件を定めているか。

21 相談事例の終結条件を、市町村と共有している
か。

・相談事例の適切
な進捗管理のため、
住民等からの相談
を終結する目安の
設定状況を評価す
る。

前年度の実
績が対象

（市町村・センター）
・相談事例の終結条件とは、「相談者の主
訴が解決し、主訴以外の困難な問題がな
い場合」「センター以外の適切な機関に繋
げ、適切な引き継ぎが確認された場合」「後
見人が選任された場合」「虐待の解消及び
再燃リスクが消失した場合」等、受けた相
談事例の進捗管理を行うために、市町村と
センターが共通の条件を定めること。
・相談事例の終結条件を定め、データまた
は紙面で整備されている場合に、指標の内
容を満たしているものとして取り扱う。

22 センターにおける相談事例の分類方法を定めて
いるか。

22 相談事例の分類方法を、市町村と共有しているか。 ・相談内容の分析
状況を評価するも
の。

前年度の実
績が対象

（市町村・センター）
・相談内容の類型化、経年分析等、整理手
法は問わない。
・データまたは紙面で整備されている場合
に、指標の内容を満たしているものとして
取り扱う。

23 １年間におけるセンターの相談件数を把握してい
るか。

23 １年間の相談事例の件数を市町村に報告してい
るか。

・相談件数の把握
状況を評価するも
の。

前年度の実
績が対象
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市町村指標 センター指標 趣旨・考え方 時点 留意点

24 センターからの相談事例に関する支援要請に
対応したか。

※対応例）センターだけでは対応が難しい相談
事例等への支援方針の助言・指導、同行訪問、
地域ケア会議への参加など

24 相談事例の解決のために、市町村への支援を要請
し、その要請に対し市町村から支援があったか。

・相談事例解決のた
めの市町村とセン
ターの連携体制の
構築とその対応状
況を評価するもの。

前年度の実
績が対象

（市町村・センター）

・市町村とセンターが対応が困難な相談事
例等への対処について、日頃から連携体
制を構築している場合に、指標の内容を満
たしているものをして取り扱う。

・対応実績があった場合のみ、指標の内容
を満たしているものとして取り扱う。

25 センターが対応した家族介護者からの相談に
ついて、相談件数・相談内容を把握しているか。

25 家族介護者からの相談について、相談件数や相談
内容を記録等に残して取りまとめているか。

・介護離職防止の観
点を含めた、家族介
護者への相談対応
の状況を評価するも
の。

前年度の実
績が対象

(2) 権利擁護業務

市町村指標 センター指標 趣旨・考え方 時点 留意点

26 成年後見制度の市町村長申し立てに関する判
断基準をセンターと共有しているか。

26 成年後見制度の市町村長申し立てに関する判断基
準が、市町村から共有されているか。

・適切な成年後見制
度の活用を促すた
め取組状況を評価
するもの。

前年度の実
績が対象

（市町村・センター）
・データまたは紙面で共有されている場合
に、指標の内容を満たしているものとして
取り扱う。

27 高齢者虐待事例及び高齢者虐待を疑われる
事例への対応の流れを整理し、センターと共有
しているか。

27 高齢者虐待事例及び高齢者虐待を疑われる事例へ
の対応の流れについて、市町村と共有しているか。

・虐待事例または虐
待が疑われる事例
への円滑な対応体
制の整備状況を評
価するもの。

前年度の実
績が対象

（市町村・センター）
・対応の流れを明確にするためにフロー
チャート形式で整理するなど、データまたは
紙面で整備されている場合に、指標の内容
を満たしているものとして取り扱う。

28 センターまたは市町村が開催する高齢者虐待
防止に関する情報共有、議論及び報告等を行う
会議において、高齢者虐待事例への対応策を
検討しているか。

28 センターまたは市町村が開催する高齢者虐待防止に
関する情報共有、議論及び報告等を行う会議におい
て、高齢者虐待事例への対応策を検討しているか。

※ 前項と同じ 前年度の実
績が対象

（市町村・センター）

・前年度に実績が無い場合、速やかに対応
策が検討できる体制を整備している場合に、
指標の内容を満たしているものとして取り
扱う。

29 消費生活に関する相談窓口及び警察に対して、
センターとの連携についての協力依頼を行って
いるか。

29 消費者被害に関し、センターが受けた相談内容につ
いて、消費生活に関する相談窓口または警察等と連
携の上、対応しているか。

・高齢者の消費者被
害等に対する対応
状況を評価するもの。

前年度の実
績が対象

（センター）
・相談内容に関する記録がデータまたは紙
面で整備されている場合に、指標の内容を
満たしているものとして取り扱う。

（市町村指標なし） 30 消費者被害に関する情報を、民生委員・介護支援専
門員・ホームヘルパー等へ情報提供する取組を行っ
ているか。

※ 前項と同じ 前年度の実
績が対象

（センター）
・少なくとも民生委員に対し情報提供し、取
組内容に関する記録がデータまたは紙面
で整備されている場合に、指標の内容を満
たしているものとして取り扱う。
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(3) 包括的・継続的ケアマネジメント支援業務

市町村指標 センター指標 趣旨・考え方 時点 留意点

30 日常生活圏域ごとの居宅介護支援事業所の
データ（事業所ごとの主任介護支援専門員・介護
支援専門員の人数等）を把握し、センターに情報
提供しているか。

31 担当圏域における居宅介護支援事業所のデータ
（事業所ごとの主任介護支援専門員・介護支援専門
員の人数等）を把握しているか。

・圏域内の居宅介護
支援専門員に関す
るデータの把握状況
を評価するもの。

前年度の実
績が対象

（市町村）
・把握した情報を、センターにデータまたは
紙面で提供している場合に、指標の内容を
満たしているものとして取り扱う。
（センター）
・把握した情報を、データまたは紙面で整
備している場合に、指標の内容を満たして
いるものとして取り扱う。

31 センターと協議の上、センターが開催する介護
支援専門員を対象にした研修会・事例検討会等
の開催計画を作成しているか。

32 介護支援専門員を対象にした研修会・事例検討会
等の開催計画を策定し、年度当初に指定居宅介護
支援事業所に示しているか。

・市町村とセンター
の連携による、計画
的な介護支援専門
員向け研修計画の
策定状況を評価す
るもの。

評価実施年
度における、
開催計画が
対象

（市町村）
・センターと協議している開催計画であれ
ば、都道府県主催のものやセンターが共催
するもの、民間事業者等による自主的な研
修や、スキルアップ等を促進するために財
政支援を行う等具体的取り組みによるもの
も、指標の内容を満たしているものとして取
り扱う。なお、データまたは紙面で整備され
ている場合に、指標の内容を満たすものと
して取り扱う。
（センター）
・データまたは紙面で提供している場合に、
指標の内容を満たしているものとして取り
扱う。

32 介護支援専門員を対象に、包括的・継続的ケ
アマネジメントを行うための課題や支援などに関
するアンケートや意見収集等を行い、センターに
情報提供を行っているか。

33 介護支援専門員に対するアンケート・意見収集等
についての市町村からの情報提供や、市町村によ
る研修会の内容等を踏まえ、地域の介護支援専門
員のニーズや課題に基づく事例検討会や、個別事
例を検討する地域ケア会議等を開催しているか。

・市町村とセンター
が介護支援専門員
のニーズを共有して
いるか評価するもの。

前年度の実
績が対象

（市町村）
・データまたは紙面で提供している場合に、
指標の内容を満たしているものとして取り
扱う。

33 地域の介護支援専門員の実践力向上を図るこ
となどを目的とした、地域ケア会議や事例検討等
を行うことができるように、センター職員を対象と
した研修会を開催しているか。

・介護支援専門員の
ニーズを踏まえた研
修等の開催状況を
評価するもの。

前年度の実
績が対象

（市町村・センター）

・開催状況について、データまたは紙面で
整備している場合に、指標の内容を満たし
ているものとして取り扱う。

34 介護支援専門員のニーズに基づいて、多様な
関係機関・関係者（例：医療機関や地域における
様々な社会資源など）との意見交換の場を設け
ているか。

34 担当圏域の介護支援専門員のニーズに基づいて、
多様な関係機関・関係者（例：医療機関や地域にお
ける様々な社会資源など）との意見交換の場を設け
ているか。

・介護支援専門員の
ニーズに基づく、介
護支援専門員と医
療機関等の関係者
との連携を推進する
場の設定状況を評
価するもの。

前年度の実
績が対象

（市町村）
・介護支援専門員のニーズに基づいた関
係者との意見交換の場を通じ、顔の見える
関係の有無を問うものであり、在宅医療・
介護連携推進事業等の枠組みで実施する
ものでも構わない。
・都道府県主催のものも対象とする。
・ただし、地域ケア会議は含まない。
（センター）
・担当圏域の介護支援専門員のニーズに
基づくものであれば主催は問わない。
・ただし、地域ケア会議は含まない。
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(4) 地域ケア会議

市町村指標 センター指標 趣旨・考え方 時点 留意点

（市町村指標なし） 35 介護支援専門員が円滑に業務を行うことができる
よう、地域住民に対して介護予防・自立支援に関す
る意識の共有を図るための出前講座等を開催して
いるか。

・圏域内の居宅介
護支援専門員が
円滑に業務を行え
るよう、環境整備
の取り組み状況を
評価するもの。

前年度の実績
が対象

35 センターが介護支援専門員から受けた相談
事例の内容を整理・分類した上で、経年的に件
数を把握しているか。

36 介護支援専門員から受けた相談事例の内容を整
理・分類した上で、経年的に件数を把握しているか。

・介護支援専門員
からの相談内容の
整理状況を評価す
るもの。

前年度の実績
が対象

（市町村・センター）
・相談内容の「整理・分類」と「経年的件数把
握」を行っている場合（市町村においては全
センターで行っている場合）に、指標の内容
を満たしているものとして取り扱う。なお、経
年的とは概ね３年程度とする。

市町村指標 センター指標 趣旨・考え方 時点 留意点

36 地域ケア会議が発揮すべき機能、構成員、ス
ケジュールを盛り込んだ開催計画を策定し、セ
ンターに示しているか。

37 地域ケア会議が発揮すべき機能、構成員、スケ
ジュール等を盛り込んだ開催計画が市町村から示
されているか。

・地域ケア会議の
機能を踏まえ、地
域ケア個別会議及
び地域ケア推進会
議それぞれの機能、
構成員、開催頻度
を決定し、センター
と共有されている
ことを評価するも
の。

評価実施年度
における4月末
時点の状況が
対象

（市町村・センター）
・地域ケア個別会議及び地域ケア推進会議い
ずれについても、その開催計画が策定され、
データまたは紙面にて市町村からセンターに
示されている場合に、指標の内容を満たして
いるものとして取り扱う。
・地域ケア会議の5つの機能（①個別課題の
解決②地域包括支援ネットワークの構築③地
域課題の発見④地域づくり・資源開発⑤政策
の形成）について、計画上で何らかの内容が
盛り込まれている必要がある。

37 地域の医療・介護・福祉等の関係者に、策定
した地域ケア会議の開催計画を周知している
か。

（センター指標なし） 評価実施年度
における4月末
時点の状況が
対象

（市町村）
・地域ケア個別会議及び地域ケア推進会議の
いずれについても周知している場合に、指標
の内容を満たしているものとして取り扱う。
・少なくとも地域ケア会議の構成員が所属す
る団体へ周知している場合に、指標の内容を
満たしているものとして取り扱う。

38 センター主催の地域ケア会議の運営方法や、
市町村主催の地域ケア会議との連携に関する
方針を策定し、センターに対して、周知している
か。

38 センター主催の地域ケア会議の運営方針を、セン
ター職員・会議参加者・地域の関係機関に対して周
知しているか。

・地域ケア会議の
運営方法や連携
方針を策定し、セ
ンターと共有され
ていることを評価
するもの。

評価実施年度
における4月末
時点の状況が
対象

（市町村）
・地域ケア個別会議及び地域ケア推進会議い
ずれについても方針を策定し、データまたは
紙面で周知している場合に、指標の内容を満
たしているものとして取り扱う。
・運営方法と地域ケア会議の連携について周
知している場合に、指標の内容を満たしてい
るものとして取り扱う。
（センター）
・センター職員・会議参加者・地域の関係機関
のいずれにもデータまたは紙面で周知してい
る場合に、指標の内容を満たしているものとし
て取り扱う。
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市町村指標 センター指標 趣旨・考え方 時点 留意点

39 センター主催の個別事例について検討する
地域ケア会議に参加しているか。

39 センター主催の地域ケア会議において、個別事例に
ついて検討しているか。

・個別ケースを検討
する地域ケア会議
の開催状況と市町
村の関与を評価す
るもの。

前年度の実
績が対象

40 地域ケア会議において、多職種と連携して、
自立支援・重度化防止等に資する観点から個
別事例の検討を行い、対応策を講じているか。

40 センター主催の地域ケア会議において、多職種と連
携して、自立支援・重度化防止等に資する観点から
個別事例の検討を行い、対応策を講じているか。

・地域ケア会議にお
ける、多職種連携に
よる個別事例の検
討、対応策の実施を
評価するもの。

前年度の実
績が対象

（市町村・センター）
・地域ケア会議として位置づけられているも
のが対象
・対応策とは具体的には以下のものをいう
・課題の明確化
・長期・短期目標の確認
・優先順位の確認
・支援や対応及び支援者や対応者の
確認等
・モニタリング方法の決定

※確認とは見直しも含む

41 センターと協力し、地域ケア会議における個
人情報の取扱方針を定め、センターに示すとと
もに、市町村が主催する地域ケア会議で対応
しているか。

41 市町村から示された地域ケア会議における個人情
報の取扱方針に基づき、センターが主催する地域ケ
ア会議で対応しているか。

・個人情報の取扱に
ついて、方針を定め、
それに基づき対応し
ていることを評価す
るもの。

前年度の実
績が対象

（市町村）
・個人情報の取扱方針を定め、データまた
は紙面でセンターに示している場合に、指
標の内容を満たしているものとして取り扱う。
（市町村・センター）
・個人情報の取扱方針に基づき対応してい
る場合に、指標の内容を満たしているもの
として取り扱う。

42 地域ケア会議の議事録や検討事項を構成員
全員が共有するための仕組みを講じているか。

42 センター主催の地域ケア会議において、議事録や検
討事項をまとめ、参加者間で共有しているか。

・地域ケア会議にお
ける議事録等をまと
め、関係者間で共
有している状況を評
価するもの。

前年度の実
績が対象

（市町村・センター）
・議事録等をデータまたは紙面でまとめ、共
有している場合に、指標の内容を満たして
いるものとして取り扱う。

43 地域ケア会議で検討した個別事例について、

その後の変化等をモニタリングするルールや
仕組みを構築し、かつ実行しているか。

43 地域ケア会議で検討した個別事例について、その後
の変化等をモニタリングしているか。

・会議の場で検討す
るだけでなく、その
後の経過をモニタリ
ングする仕組みを評
価するもの。

前年度の実
績が対象

（市町村・センター）
・モニタリングとは、地域ケア会議の結果を
踏まえた実施状況の把握をいう。
・会議においてモニタリングが必要とされた
事例の全てにおいて実施している場合に、
指標の内容を満たしているものとして取り
扱う。

44 生活援助の訪問回数の多いケアプラン（生活
援助中心のケアプラン）の地域ケア会議等で
の検証について実施体制を確保しているか。

（センター指標なし） ・自立に資するケア
マネジメントが行わ
れているかを点検す
るための実施体制
が整備されているか
を評価するもの。

平成30年度
の取り組みが
対象（予定も
含む）
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市町村指標 センター指標 趣旨・考え方 時点 留意点

45 センター主催の地域課題に関して検討する地
域ケア会議に参加しているか。

44 センター主催の地域ケア会議において、地域課題
に関して検討しているか。

・個別ケースの積み
重ねから共通する地
域課題を発見する地
域ケア会議の開催
状況と市町村の関
与を評価するもの。

前年度の実
績が対象

46 センター主催の地域ケア会議で検討された内
容を把握しているか。

45 センター主催の地域ケア会議における検討事項
をまとめたものを、市町村に報告しているか。

・センターが主催した
地域ケア会議の検
討事項をまとめたも
のを、市町村とセン
ターで共有されてい
ることを評価するも
の。

前年度の実
績が対象

（市町村・センター）
・地域ケア個別会議及び地域ケア推進会議
いずれについても、データまたは紙面で検
討事項をまとめたものを共有している場合
に、指標の内容を満たしているものとして取
り扱う。

47 センター主催及び市町村主催も含めた地域ケ
ア会議の検討内容をとりまとめて、住民向けに
公表しているか。

（センター指標なし） ・地域課題を検討す
る地域ケア会議の
議事概要を住民向
に公表しているかを
評価するもの。

前年度の実
績が対象

（市町村）
・公表の方法は問わない。
・年１回以上実施している場合に、指標の内
容を満たしているものとして取り扱う。

48 複数の個別事例から地域課題を明らかにし、
これを解決するための政策を市町村に提言して
いるか。

（センター指標なし） ・地域ケア会議にお
ける検討が、地域課
題の解決につながる
仕組みとなっている
ことを評価するもの。

前年度の実
績が対象

（市町村）
・提言した政策が実施されたかは問わない。
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(5) 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援

市町村指標 センター指標 趣旨・考え方 時点 留意点

49 自立支援・重度化防止等に資するケアマネジメ
ントに関する市町村の基本方針を定め、センター
に周知しているか。

46 自立支援・重度化防止等に資するケアマネジメ
ントに関し、市町村から示された基本方針を、セン
ター職員及び委託先の居宅介護支援事業所に周
知しているか。

・自立支援・重度化
防止等に資するケア
マネジメントが行わ
れるよう、市町村とし
ての方針を定めセン
ターと共有している
ことを評価するもの。

評価実施年
度における４
月末時点の
状況が対象

（市町村・センター）

・基本方針には、自立支援・重度化防止に
資するケアマネジメントに関して、基本的な
考え方、ケアマネジメントの類型、実施の手
順、具体的なツール（興味・関心チェック
シート等）及び多職種の視点（地域ケア会議
等）の活用について全て記載され、共有され
ている場合に、指標の内容を満たしているも
のとして取り扱う。

50 センター、介護支援専門員、生活支援コーディ
ネーター、協議体に対して、保険給付や介護予
防・生活支援サービス事業以外の多様な地域の
社会資源に関する情報を提供しているか。

47 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援のケア
プランにおいて、保険給付や介護予防・生活支援
サービス事業以外の多様な地域の社会資源を位
置づけたことがあるか。

・多様な地域の社会
資源に関する情報
提供の状況を評価
するもの。

前年度の実
績が対象

（市町村）
・センター、介護支援専門員、生活支援コー
ディネーター、協議体のいずれに対しても情
報提供を行っている場合に、指標の内容を
満たしているものとして取り扱う。
（センター）
・ケアプラン作成において地域の社会資源
を位置づけたことがある場合、指標の内容
を満たしているものとして取り扱う。

51 利用者のセルフマネジメントを推進するため、
介護予防手帳などの支援の手法を定め、セン
ターに示しているか。

48 利用者のセルフマネジメントを推進するため、市
町村から示された支援の手法を活用しているか。

・セルフマネジメント
推進のための取組
状況を評価するもの。

前年度の実
績が対象

（市町村・センター）
・介護予防手帳に限らず利用者自身のセル
フマネジメントに資する手法を定め、セン
ターと共有している場合に、指標の内容を
満たしているものとして取り扱う。

52 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援を委
託する際の事業所選定について、公平性・中立
性確保のための指針を作成し、センターに明示
しているか。

49 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援を委託
する際の事業所選定の公平性・中立性確保のた
めの指針が市町村から示されているか。

・ケアマネジメントを
居宅介護支援事業
所に委託実施する
際の方針が明示さ
れていることを評価
するもの。

評価実施年
度における4
月末時点の
状況が対象

（市町村・センター）
・委託の有無にかかわらず、指針を作成し、
紙面またはデータで共有されていることを評
価の対象とする。

53 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援を委
託する際のセンターの関与について、市町村の
指針をセンターに対して明示しているか。

50 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援を委託
した場合は、台帳への記録及び進行管理を行っ
ているか。

・ケアマネジメントを
委託した場合におい
ても、センターの三
職種等が適切に関
与し、必要な支援を
実施できているかを
評価するもの。

評価実施年
度における4
月末時点の
状況が対象

（市町村）
・委託の有無にかかわらず、市町村がセン
ターに対し市町村が作成した指針を、データ
または紙面で示している場合に、指標の内
容を満たしているものとして取り扱う。
（センター）
・委託実施していない場合は、市町村がセ
ンターに対し、市町村が作成した指針を
データまたは紙面で示している場合に、指
標の内容を満たしているものとして取り扱う。

54 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援にお
けるセンターの人員体制と実施件数を把握して
いるか。

（センター指標なし） ・介護予防ケアマネ
ジメントの実施に当
たり適切な人員体制
の整備を行うため、
実施体制等の把握
状況を評価するもの。

前年度の実
績が対象

（市町村）
・月ごとの人員体制及び実施件数について、
センターごとに把握している場合に、指標の
内容を満たしているものとして取り扱う。
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３．事業間連携（社会保障充実分事業）

市町村指標 センター指標 趣旨・考え方 時点 留意点

55 医療関係者とセンターの合同の事例検討会の開
催または開催支援を行っているか。

51 医療関係者と合同の事例検討会に参加してい
るか。

・センターの活動支
援に資する取組とし
て、医療と介護の連
携に資する取組を評
価するもの。

前年度の実
績が対象

（市町村・センター）
・在宅医療・介護連携推進事業による実施
かは問わない。

56 医療関係者とセンターの合同の講演会・勉強会
等の開催または開催支援を行っているか。

52 医療関係者と合同の講演会・勉強会等に参加し
ているか。

※ 上記と同じ 前年度の実
績が対象

（市町村・センター）
・在宅医療・介護連携推進事業による実施
かは問わない。

57 在宅医療・介護連携推進事業における相談窓口
とセンターの連携・調整が図られるよう、連携会議
の開催や情報共有の仕組みづくりなどの支援を
行っているか。

53 在宅医療・介護連携推進事業における相談窓
口に対し、相談を行っているか。

※ 上記と同じ 前年度の実
績が対象

58 認知症初期集中支援チームとセンターの連携・
調整が図られるよう、連携会議の開催や情報共有
の仕組みづくりなどの支援を行っているか。

54 認知症初期集中支援チームと訪問支援対象者
に関する情報共有を図っているか。

・認知症の総合的支
援に従事する関係者
との連携状況を評価
するもの。

前年度の実
績が対象

（センター）
・認知症初期集中支援事業の訪問支援対
象者の情報（事例の経過や支援結果など）
について、センターから認知症初期集中支
援チーム員に情報提供した事例のほか、
チーム員が直接得た情報についても、セン
ターに情報提供され共有している場合に、
指標の内容を満たしているものとして取り
扱う。

59 生活支援コーディネーターや協議体とセンターの
連携・調整が図られるよう、連携会議の開催や情
報共有の仕組みづくりなどの支援を行っているか。

55 生活支援コーディネーター・協議体と地域にお
ける高齢者のニーズや社会資源について協議を
しているか。

・生活支援体制整備
事業との連携状況を
評価するもの。

前年度の実
績が対象

（センター）
・生活支援コーディネーター及び協議体い
ずれとも協議している場合に、指標の内容
を満たしているものとして取り扱う。


